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金融の自由化、国際化の進展や金
融技術の高度化などにより、金融機
関の直面するリスクは増大かつ複雑
化してきており、金融機関にとって
は、収益性の向上とともに、リスク管
理の強化が極めて重要な課題となっ
ています。
このため当金庫は、右図の体制を
構築し各種リスクへの対応を行うと
ともに、様々なリスクを総体的に捉え
て自己管理型のリスク管理を行う
「統合的リスク管理」を2007年度か
ら導入し、経営の健全性確保に取組
んでいます。

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ないし消失
し、当金庫が損失を被るリスクのことです。当金庫では、貸出資産の健全性を確保するため、審査部門は営業部門から
独立し、貸出審査を厳正に行っております。また、当金庫が定めた自己査定基準により厳格な自己査定を行い、その結
果に基づいて適切な償却・引当を実施しています。

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン・誤作動、システムの不備、あるいはコンピュータが不正に使用さ
れることなどにより損失を被るリスクのことです。当金庫ではこのような不測の事態に備えて「コンピュータシステム
管理マニュアル」を策定しています。また、情報資産の保護のためにシステムリスク管理態勢を整備・確保しています。 

市場リスクとは金利、為替、株式等の価格が変動することにより、資産・負債の価値や収益が変動し損失を被るリスク
のことです。当金庫では、リスク管理方針、管理規程等を整備し、ALM委員会がリスクの現状把握、管理方法等の協
議・決定を行うなど、適切な市場リスク管理に努めています。

流動性リスクとは、運用と調達の期間ミスマッチや予期せぬ資金の流出等、必要な資金確保が困難になることなどに
より損失を被るリスクのことです。当金庫では、支払準備率等の基準を設けるとともに、危機発生時の管理規程等を
定め、万全の管理態勢を整備・確保しています。

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより損失を被るリスクのことです。
当金庫では、関係各部が研修や臨店指導を実施しているほかに、監査部が定例、随時の臨店監査を実施するなど、事
務リスクに対する十分な管理態勢を整備・確保しています。

法務リスクとは、お客さまに対する過失による義務違反あるいは不適切な取引等から信用失墜を招き損失・損害を被
るリスクのことです。当金庫は、新規業務、新商品の取扱い、新しい契約、外部委託などに際して、事前のリーガル
チェックを制度化して実施しています。

風評リスクとは、さまざまな要因により、お客さま等からの評判が悪化し、経営上重大な有形無形の損失が発生するリ
スクのことです。当金庫では、「風評リスク管理規程」を定め全役職員が対応できる管理態勢を整備・確保しています。

人的リスクとは、人事運営上の不公平・不公正・差別的行為から生じる損失・損害を被るリスクのことです。当金庫では
コンプライアンス委員会を中心にして総合企画部、総務部などが適切に対応する管理態勢を整備・確保しています。

有形資産リスクとは、災害その他の事象から生じる有形資産の毀損・損害などを被るリスクのことです。当金庫は災害
等においても業務継続できる態勢の構築に努めています。

信
用
リ
ス
ク

審
査
部

総
務
部

総
務
部

資
金
証
券
部

資
金
証
券
部

総
合
企
画
部

総
合
企
画
部

総
合
企
画
部

事
務
統
括
部

事
務
統
括
部

市
場
リ
ス
ク

事
務
リ
ス
ク

法
務
リ
ス
ク

人
的
リ
ス
ク

風
評
リ
ス
ク

シ
ス
テ
ム
リ
ス
ク

有
形
資
産
リ
ス
ク

流
動
性
リ
ス
ク

そ
の
他
の
リ
ス
ク

リ
ス
ク
管
理
へ
の
取
組
み

と
う
し
ゅ
ん
の
取
組
み

TOSHUN 202313

リスク管理への取組み
とうしゅんの取組み

コンプライアンス（法令等遵守）の取組みについて

申請・報告

コンプライアンス委員会

職  員

コンプライアンス 責任者・担当者

承認・指示 相談
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営業店・本部
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理事会
常務会

助言
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監事会
（監事）

外部専門家
（弁護士）

総合企画部

体制を整備・強化し、法令やルールを遵守しています。

住　　所 ： 〒485-8656 小牧市中央一丁目231番地1
電話番号 ： 0568-75-3048　　FAX：0568-75-7641

東春信用金庫
お客様相談室

個人情報および
苦情に関する相談窓口

　コンプライアンス（法令等遵守）とは、「企業倫理の再構築及び法令やルール
を厳格に遵守するとともに、社会的規範を全うする」という意味です。信用金庫
は、信用金庫法及び関係法令に基づき地域に根ざした金融機関業務を行ってお
り、一般企業にも増して公共性が高く、より高いレベルのコンプライアンスが求
められています。
　当金庫では、コンプライアンスの徹底を経営の重要な課題として位置付け、
「コンプライアンス態勢の確立」のために体制の整備・強化に努めています。
　総合企画部をコンプライアンス統括部署とし、法令等遵守のための施策等を
検討・推進する「コンプライアンス委員会」を設置し、随時開催しています。さら
に、本部及び営業店にコンプライアンス責任者を任命・配置し、コンプライアン
ス態勢の確立を推進しています。
　また、具体的な実践計画（コンプライアンスプログラム）を策定・活動し、コン
プライアンス重視の姿勢を役職員に徹底しております。

個人情報保護の取組みについて
　当金庫は、個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）、および行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第27号）に基づき、あらかじめ利用の目的を明確にしてお客さまの個人情報および個人番号
（以下「個人情報等」といいます。）の取得を行い、業務の適正な運営ならびに利用目的の達成に必要な範囲で利用します。
　当金庫は、お客さまの個人情報等について、利用目的の達成のために個人データの適切な管理に努めます。また、お客さまとの取引に関
し、お客さまの個人情報等を保持する必要がないと判断した場合は、速やかに確実な方法により破棄または消去いたします。
　当金庫は、利用目的や開示等のお手続きについて等の公表すべき事項を、当金庫のホームページへの掲載の他、ポスターの掲示、パンフ
レットの備え置き・配布によりお知らせいたします。
※個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）は、ホームページへ掲載、および店頭に掲示しております。

金融商品に係る勧誘方針
　当金庫は、「金融サービスの提供に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧誘の適正の確保を
図ることとします。
1．当金庫は、お客さまの知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の提供と商品
説明をいたします。

2．金融商品の選択・ご購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客さまに適正な判断をしていただ
くために、当該金融商品の重要事項について説明をいたします。

3．当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さまに対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通じて役職員の知
識の向上に努めます。

4．当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
5．金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点等がございましたら、窓口までお問い合わせください。

金融ＡＤＲ制度への対応
［苦情処理措置］　当金庫は、お客さまからの苦情のお申し出に公正かつ的確に対応するため業務運営体制・内部規則を整備し、その内容を
ホームページ、パンフレット等で公表しています。
　苦情は、当金庫営業日（９時～17時）に営業店（電話番号は25・26ページ参照）またはお客様相談室（電話：0568-75-3048）にお申し出ください。
［紛争解決措置］　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に上記お客様相談室または全国しんきん相談所（９時～17時、電話：
03-3517-5825）にお申し出があれば、愛知県弁護士会紛争解決センター（電話：052-203-1777）、東京弁護士会紛争解決センター（電話：
03-3581-0031）、第一東京弁護士会仲裁センター（電話：03-3595-8588）、第二東京弁護士会仲裁センター（電話：03-3581-2249）にお取次ぎ
いたします。また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記の東京弁護士会・第一東京弁護士会・第二東京弁
護士会の仲裁センター等は、東京都以外のお客さまもご利用いただけます。その際には、お客さまのアクセスに便利な東京以外の弁護士会をご利
用する方法もあります。例えば、東京以外の弁護士会において東京の弁護士会とテレビ会議システム等を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁
護士会に案件を移す方法（移管調停）があります。ご利用いただける弁護士会については、あらかじめ前記「東京弁護士会、第一東京弁護士会、第
二東京弁護士会、全国しんきん相談所または当金庫お客様相談室」にお尋ねください。

法
令
等
遵
守
の
態
勢

と
う
し
ゅ
ん
の
取
組
み

TOSHUN 2023 14

法令等遵守の態勢
とうしゅんの取組み


